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〈レポート〉農林水産業

を図っていくために、知事や関係団体の長な
どがほぼ半年にわたって協議し、その結果19
年７月に「新潟県園芸振興基本戦略」が策定さ
れた。この戦略に対する知事やJA新潟中央会
の本気度は、県・市町村やJAグループ新潟な
ど関係団体全体に伝わり、各団体・組織は自
らの役割と責任が求められた（第１図）。
当戦略の推進期間は６年間であり、第１表

のような県全体の目標が設定されている。
当戦略における園芸振興は、既存産地の面

積拡大と稲作農家の園芸導入が想定されてお
り、すべてが水田園芸ではないが、県下の経
営耕地面積から見ると水田園芸が中心と推測
される。「2020年農林業センサス」によると、
新潟県の経営耕地面積は13.8万ha、うち水田
は12.8万ha（93.0％）、畑は0.8万ha（6.0％）、残り
は樹園地である。

2　園芸振興基本戦略の推進体制
当戦略の着実な実施のために、県・地域・

産地の３段階で県や関係機関・団体による推
進体制・チームが構築されている。県段階
は当戦略に基づく園芸生産や販売、PRなど
の各種活動を推進する役割を担っている。
地域段階では、県内12か所にある地域振

米の消費量の減少が続き米価が低迷するな
かで、農林水産省は水田における高収益作物
（野菜や果樹等）への転換を推進している。2025
年度までには水田農業における高収益作物の
産地を500創設することとしている（21年12月
末時点では256産地）。富山県や秋田県などでは、
比較的早期に米依存体質からの脱却にあたっ
て水田園芸（水田を活用した園芸生産）への積極
的な取組みを行っており、その成果もでてき
ている

（注）
。ここでは新潟県の事例を紹介する。

1　新潟県園芸振興基本戦略の策定
新潟県では平成に入った頃から水田等での

園芸生産を推進してきたが、思うようには伸
びていなかった。その理由としては、農業者
が園芸生産を行っても稲作作業と競合するた
め規模拡大が進まず、安定した市場出荷や実
需者との直接取引が難しかったことがある。
その背景には栽培技術や機械・施設整備の不
足があった。
そこで米依存から脱却し本格的に園芸振興
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新潟県における水田園芸の取組み

目標項目【24年目標】 実績（18年→21年）

販売額1億円以上産地数の倍増
【101産地】 51産地→59産地

園芸栽培面積の増加
【1,000ha増】 4,159ha→4,476ha

新たに園芸に取り組む農業者の
拡大【拡大】 947人増加

資料 新潟県ホームページから筆者作成

第1表　 県全体の目標

出典 新潟県「新潟県園芸振興基本戦略（資料編）令和元年」

第1図　園芸振興基本戦略の推進イメージ
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興局に設置した推進チーム（県、市町村、JA、
NOSAI、土地改良区、流通・実需関係者等）が
「エンジン」となり、１億円産地育成や園芸の
すそ野を広げる取組みを推進している。具体
的な取組みとしては、園芸導入の意識啓発、
機械化・施設化・集出荷の共同化等の支援、
様々な需要に応じた販路の拡大などがある。
産地段階では、品目選定を含め産地の特性

や優位性を最大限発揮できる産地育成計画を
農業者も交えて策定し、目標達成に向けて活
動している。以前は、県が重点品目を選定し
指導をしていたが、ほ場条件などは県下で異
なるので、産地ごとの選定に変更した。これ
によって、各産地はマーケットインに基づき、
自分たちの強みのある品目を磨いていく取組
みを展開するなど、主体的に行動している。
園芸振興にあたって、農業者にいかに「自分
ごと化」してもらうかが課題であり、産地ご
との品目選定はその対応策のひとつといえる。
ただし、これによって従来は県が行っていた
ことを産地が担うので、産地段階の負担は増
していると考えられる。

3　園芸生産の目指す姿の実現に向けた取組み
当戦略の実現においては、重点的な取組み

として①農業者の園芸導入に対する意欲の喚
起（園芸導入・拡大に対する機運の醸成、支援体
制の整備）、②大規模園芸産地の創出（園芸の担
い手確保、機械化や共同化による園芸生産の導

入・拡大）、③園芸品目の販路拡大と新潟の園
芸産地イメージ確立を掲げている。
農業者が水田園芸を導入・拡大する際の一

般的な課題である生産技術の習得、機械・施
設の確保、農地の改善（排水対策等）について

は次のような対応を図っている。
生産技術については、20年から県は地域振

興局ごとに指導農業士等のベテラン園芸農家
から指導助言が受けられる「園芸参入塾」を
24講座開設している。これによって、新規に
園芸生産に取り組む農業者に技術習得の機会
が提供されている。20年度の塾生は116人、21
年度は260人の実績である。
園芸初心者に対しては、普及指導員や営農

指導員による巡回相談や、ベテラン園芸農家
から指導助言が受けられる体制も整備されて
いる。
機械・施設については、すべてではないが

JAや全農新潟県本部が購入し、共同利用を促
している。JAの中には、農業者の園芸への意
向を把握するために、農業者にアンケートを
実施し、それによって機械や施設への投資判
断をしたところもある。各JAによって対応は
様々であるが、JAが機械や共同選別機械・施
設を保有しているところが多い。これによっ
て生産者も園芸生産の導入や拡大が可能とな
っている。
農地については、新潟県農業総合研究所 基

盤研究部により「概要版 水田への園芸導入促
進技術マニュアル」（かんがい排水対策技術に
ついてのポイントを取りまとめたもの）が作成さ
れており、地域推進チームが相談に対応でき
るようになっている。
現在は、担い手・労働力確保や販売・ブラ

ンド化、スマート農業等による生産性の向上
などの取組強化が課題として浮上しており、
これらに対応しようとしている。
新潟県では上記のような推進体制と取組み

を通じて、目標に対して成果を上げてきてい
る。この背景には、県、市町村、JAグループ
などの各団体・組織が連携・協力し、各自の
役割を果たしていることが挙げられる。

（おなか　けんじ）

（注）詳しくは、農林中金総合研究所（2021）『水田園
芸の実態と課題に関する調査』総研レポート2020
基礎研No. 4
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